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地域の多様な資源を最大ݶに活用しながら、

環境・社会・経済の౷߹తな向上を目ࢦす「地域循環共生圏」。

この考え方は多くの人の共ײをݺび、

地域循環共生圏づくりに取り組む地域が૿えてきています。

本ࢽでは、地域循環共生圏の実現に向けて、

先進తな取組を進めている地域をϐックアップ。

地域のΩーマンのリアルな੠をもとに、

地域循環共生圏づくりのヒントを集めました。

ॅ民、行੓、民間企業がどのΑうなࢥいで、

どのΑうに動き、どのΑうな成Ռが生まれたのか。

地域循環共生圏づくりの先進地域を取ࡐするதで、

そこにはඞず、地域の課題を୳り出し、地域の「ありたいະདྷ」を໌らかにし、

人・もの・お金・ࢥいを݁び෇け、新たな事業を生み出しଓけていくために

地域を主体తにコーディネートする人たちのଘࡏと、

ଓతな地域づくりをՃ଎するための࣋

。組み＝地域プラットフォームがありました࢓

͸͡Ίに
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環境省が取り組む「地域循環共生圏」の創造。 そこにはどのΑうなϏジϣンや目ඪがあり、

実現のためにはどのΑうな手段が考えられるのでしΐうか。

地域循環共生圏͕
໨ࢦす΋の

　地域の多様な資源を最大限に活用しなが
ら、環境・社会・経済の౷合的な向上を目指
す「地域循環共生圏」˞。活力ある自立した地
域が日本国中に分ࢄしており、互いの地域が
得意な資源を持ち寄って支えあう姿をイメー
ジしています。それは、各地域が単独で持続
可能な社会を目指すことだけにはとどまりま
せん。例えば、豊かな生態ܥサービスを保持
する農村やړ村が、情報の集積や流通・販売
機能に長けた都市と連携することで、お互い
に足りないものを補完しあいながら૒方の社
会や暮らしをより良く、活力あるものにしてい
くこと。これこそが、地域循環共生圏の思い
ඳくビジョンです。
　それでは、地域循環共生圏が実現すると、
その地域はどうなるのでしょうか。自分たち
の住む地域にもともとあった、ともすれば埋も
れてしまう地域資源の価値と有益性を再認識
し、それらを持続可能な形で活用・循環する
ことで地域内にお金も循環し、地域の雇用が

がありますが、これらの課題を解決するため
の具体的な事業を、どのように生み出していく
のかがカギとなります。この事業には、ビジネ
スとして収益性の高いものから、公益事業や
CSR、ボランティア活動などの公共性を重視
したものまで多種多様な形がありますが、い
ずれにしてもエコでソーシャルな「SDGs 事
業」であると同時に、採算性を伴い経済的に
も持続可能であることが必ਢです。また、例
えば木質バイオマス発電事業のように、地域
の木材を活用することで林業を活性化し、熱
を農業ハウスや水産ཆ৩で活用することで新
たな特産品を生産するというように、環境だ
けでなく、社会・経済にも良い効果を生み出す

「同時解決」の事業とすることで、環境・社会・
経済の౷合的向上や調࿨を実現します。఻
౷的な知恵やٕを౿まえつつ、先端のデジタ
ルٕज़を活用し、効率性をඈ躍的に高め、不
可能を可能にすることも期待されます。
　また、地域の経済循環を強くする視点も欠
かせません。地域の雇用を増やすこと以外に
も、新しい事業体をできるだけ多くの地域資本
で設立することや、地域内でモノやサービスを

生まれます。それにより、地域から出ていく人
材やお金が減少し、地域の経済が維持・成長
します。地域で暮らす人々は、地域内外の様々
な人とつながりを持ち、助けあい、わくわく感
ややりがいを感じながら持続的に「地域づく
り」を行い、地域の環境・社会・経済の課題を
次々と解決し、豊かな暮らしを実現する。そ
して、各地域がほかの地域とネットワークで
つながり、共生することで、日本全体が元気で
持続可能になる仕組みです。つまり、地域で
SDGsを実現することであり、地域循環共生
圏＝ローカル SDGsなのです。

地域循環共生圏の࣮ݱに͸
Կ͕ඞཁか

「地域の資源を持続的に活用し、SDGs事業
を数多く立ち上げる。これを、地域の主体性（オ
ーナーシップ）と、地域内での協働と地域外と
の協働（パートナーシップ）で実現する」。これ
が地域循環共生圏の実現に必要なことです。
　まずは「地域の資源」について考えましょう。
これまでの社会や経済は、化石燃料をはじめ

入（地産地消）していくことで、地域外に流ߪ
出するお金を減らすことができます。地域の得
意分野で稼ぎ、地域内で循環させることで地
域から流出するお金を減らす、そのような地域
経済循環を意識した事業スキームが重要です。
　こうした地域循環共生圏の実現のためには、
それを担い、目標に向かってやり਱げる「人」が
必要だということ。地域ごとにҟなる自然環境
が生み出す風土や文化を土୆に成立する人々
の生活や産業は実に多様です。地域の資源を
再発見し、それをどのように守り、活かし、地域
にメリットのある形で事業の仕組みに取り入れ
ていくのか、そのアプローチは地域ごとにҟなっ
てしかるべきです。そのため、地域ごとに人々が
主体的に考え、動き、状گに応じて最適解を導
きながら新たな事業を生み出し続けていく「地
域の主体性（オーナーシップ）」が必要なのです。
　また、地域の様々な分野の課題を「同時解
決」し、社会や経済にも良いӨڹをもたらそ
うとするには、これまでのような環境分野の
人材だけでなく、幅広い分野の人たちとの「協
働（パートナーシップ）」が不可欠です。これ
は、ै 来の分野ごとのॎ割りを超えて地域内

とする地下資源の大量消費の上に成立してき
ましたが、これからは地上資源を最大限に活
用していく必要があります。地上資源には、
再生可能エネルギーや食ྐといった生態ܥサ
ービスや、地上に掘り出した金属などの枯渇
性の資源も含まれます。地域で活用されてこ
なかった太陽光や間伐材、処理して廃غされ
てきた生ごみ、家சฅ೘から電力や熱として
再生可能エネルギーを作り出すように、資源
を循環させることで新たな価値を生み出すこ
とができます。空き家や放置された஛林とい
った、地域のࠔりものを資源として活用する
取組も増えてきました。地域の資源には、物
質やエネルギーだけでなく、ඒしい自然のܠ
色、歴史・文化といった情報、そして、地域を
元気にしたいと思っている人材も含まれます。
　そして、これらの資源を活用して「SDGs 事
業」を地域で数多く立ち上げ、地域の環境・社
会・経済の課題を次々と解決し続けることが、
持続可能で自立した地域です。人口減少と地
域経済の縮小、不法౤غやւ༸ごみ、里山の
のස発・激ਙ化な֐ࡂ廃、気候変動によるߥ
ど、各地域にはその環境に応じた様々な課題

の人がつながることに加えて、地域外の人と
つながりを持ち、地域内には無いٕज़や資源
を支援してもらいながら事業を生み出してい
くことがٻめられます。
　地域で SDGs 事業を生み出しやすくする仕
組み、地域を持続可能な方向に加速するエン
ジンが「地域プラットフォーム」です。事業を
担いうる熱い思いを持つ「事業主体」の候補
者を୳し続ける機能と、人・モノ・お金・情報
を事業主体とつなぐことで SDGs 事業の立ち
上げを応援する機能が、地域プラットフォーム
には必要です。この機能を維持しながら地域
プラットフォームを運営し、地域の進むべき方
向性を企画し、けん引する「地域コーディネー
ター」（地域に一人でなく、ෳ数人で機能を担
っていることも）が地域循環共生圏づくりの
カギをѲっています。

各地域が各々の資源や特性を活かした強みを発شしながら自立・分散型の社会を形成します。更に、自然のܙみや、人材・資金などの社会・
経済的なつながりによって、ほかの地域とも広域なネットワークを築き、ともに支えあいながら地域が元気になる。そして、ࢲたちの暮らしは
森・里・川・ւの連関からもたらされる豊かな自然環境に支えられていることを基本とする。これが地域循環共生圏のඳくイメージです。

˞ 地域循環共生圏
日本の環境施策の方向性を定める「第ޒ次環境基本計画」（2018年、
ֳ議決定）でࣔされた考え方。環境によって地域を活性化させながら
持続可能な自立・分散型の社会を築くためのビジョンです。2015 年
に国連サミットで࠾୒された SDGs( 持続可能な開発目標 ) や、同年、
気ީ変動枠組条約క約国会議 COP21で࠾୒された「パリ協定」など、
環境をめぐる国際的なை流とも連動する持続可能な社会を実現する
ための考え方です。

地域には、SDGs 事業を担う「事業主体」、その事業主体を支える「サポーター」、これらの人をつなぐことで、地域プラットフΥームを維持・運営する「地域
コーディネーター」が存在し、SDGs 事業を生み出し続けることで課題を解決し続け、自立した地域を維持しています。
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お金・人々の思いの
循環

再生可能エネルギー・
食などの地産地消

環境・社会・経済の
統合的向上

地域の主体性
（オーナーシップ）

協働
（パートナーシップ）

自立した地域 ＝ 地域づくりを持続できる地域・課題を解決し続けられる地域

●エコツーリズムなど、自然保全活動への参加　●地域産品の消費
●社会経済的な仕組みを通じた支援　●地域ファンドなどへの投資 など

資金・人材などの提供

海川

森

農山漁村
自立分散型社会

地域資源（自然・物質・人材・資金）の循環

地産地消、再生可能エネルギー導入など

自立分散型社会
地域資源（自然・物質・人材・資金）の循環

地産地消、再生可能エネルギー導入など

都市

●食料、水、木材　●自然エネルギー　●水質浄化、自然災害の防止 など

自然資源・生態系サービス
里
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利益を地域に還元

連携

わいた地熱発電所などの
発電事業

地熱ハウスでの野菜栽培

事業所・家庭への
熱供給事業

小国町
地熱木材
乾燥施設

地熱資源

森林資源の保全・有効活用

植樹・森づくり

木の駅プロジェクト

チップ製造

森林資源地熱×森林

雇用創出農林業を活性化

町役場

域内連携の場づくり（地熱資源活用審議会、地熱資源活用協議会、
SDGs未来会議、小国町の未来を考えるSDGs推進職員会議）
広報・啓発活動（すごろく付きの小国町SDGsの解説書、小国SDGs
カルタ、「小国版地域循環共生圏づくり」パンフレット）
人材育成など

গ子ྸߴԽ΍ਓݮޱগにΑΔ
地域ۀ࢈のਰୀ͕ொの՝୊に

　小国町は、熊本県の最北端、筑後川の上流
域 に位 置 する総 面 積 約 137 k m 2、人 口 約
7,000人の小さな町。阿蘇外輪山の裾野に広
がる山麓地域で、総面積の 78 %を山林が占
めています。町の基幹産業は農林業。冷涼多
雨の気候が杉の生育に適していることから江
戸時代から杉の生産が盛んで、小国町で伐り
出された艶と粘りのある良質な杉材は「小国
杉」という名でブランド化され、高級建材とし
て全国に出荷されています。農業分野ではダ
イコンやキュウリ、ホウレンソウ、シイタケなど
の高冷地作物の栽培のほか、ジャージー牛の
酪農が盛んです。
　また、観 光 資 源にも恵まれていて、高さ
10 m、幅 20 m にわたってカーテン状に水が
落ちる名瀑「鍋ケ滝」や、川遊びやキャンプが
楽しめる「遊水峡」などのネイチャースポット
のほか、1800 年の歴史を誇る「杖立温泉」、
豊富な地熱を源とした「わいた温泉郷」など、
多様な観光スポットが点在しています。最近
では、2024 年に発行される新千円札の肖像
画に決まった世界的な細菌学 者「北里柴三
郎博士」の生誕地としても注目が集まってい
ます。
　地熱や森林、観光など、様々な地域資源に
恵まれた小国町ですが、ほかの農山村の例に
漏れず、近年は人口減少や少子高齢化（高齢
者人口比率 40%）が進み、それに伴う地域産
業の空洞化、地域コミュニティの崩壊などが
深刻な問題となっています。かつては町の産
業の柱だった小国杉も1980 年ごろをピーク
に、ほかの多くの国産材と同様、安い輸入材
に押されて需要が減り、熊本市や都市部など
への若者の流出も目立ち始めました。

地域ݯࢿをͲ͏׆༻すΔかʁ
·ͣ͸ͦ͜かΒスλート͠ た

　こうした課題を解決するために、小国町で
は 10 年以上前から、町の二大地域資源であ
る「地熱」と「森林」を活用した地域の活性化に
取り組んでいます。地熱資源を使った取組の
代表例として挙げられるのが、地熱発電所の
建 設。「わいた地熱 発電 所第一 発電 所」が
2015 年に商用運転を開始し、現在は「わいた
地熱発電所第二発電所」の建設が進められて
います。
　もともと小国町は、風力発電や小規模水力
発電など、再生可能エネルギーを活用した発
電事業が盛んな地域でしたが、わいた地熱発
電所は、“ 住民主導 ”によってつくられた日本
初の地熱発電所であることが特徴です。
　一方、森林資源を活用した取組も盛んで、
2010 年に九州の自治体で初めて J-VER（現

J-クレジット）制度における森林クレジットを
取得。クレジット制度で得た資金を活用した
森林整備事業を10 年以上続けています。ほ
かにも、地域財団が運営する施設への熱エネ
ルギー利用を目的に樹木の伐採時に山林に
放置される林地残材をバイオマス燃料として
利用する「木の駅プロジェクト」や、小国町森
林組合が行う取組として地熱によって木材を
乾燥させる「地熱木材乾燥施設」など、環境
保全や SDGsをコンセプトとした様々な事業
に取り組んでいます。
　更に SDGs や地域循環共生圏づくりを実
践するには、事業者、住民、自治体の連携や
次世代の人材育成が不可欠との思いから、小
国町では三者連携のためのプラットフォーム
づくりや、子どもたちへの総合教育にも力を入
れています。
　こうした環境・社会・経済的課題の同時解
決 に 取り組む 姿 勢 が 評 価され、小 国 町は
2013 年「環境モデル都市」に、2018 年に熊
本県内の自治体で初めて「SDGs 未来都市･
自治体 SDGs モデル事業」に、2019 年度に
は「 環境で地方を元気にする地域循環共生
圏づくりプラットフォーム事業」の活動団体に
選定されました。

地域循環共生圏づくりに
向けてのアイσアをݕ౼த

　地域循環共生圏づくりプラットフォーム事
業の活動団体に選定されたことを機に、現在、
小国町では地域循環共生圏構築に向けての
新たな取組の検討が始まっています。例えば、
地熱の二次利用とカカオ豆栽培を結びつけた

スマートアグリビジネス事業も検討していま
す。将来的にはチョコレートの加工、販売ま
でを地域内で完結させる 6 次 産業化や観光
農園化に向けて地元企業との連携を目指して
いるとか。この計画が実現すれば、新たな名
産品が誕生し、雇用の創出など環境以外の 2
分野にも効果が波及することが期待できます。
　また、地域資源を活かした観光事業にも今
後は取り組む予定で、北里 柴 三 郎博士、自
然、温泉などを活用した「グリーン、医療、教
育」に関連したツーリズムの商品化の検討が
既に進められています。これは単に雇用の創
出や町の活性化を促すためだけのものではな
く、そこには観光事業を通じてSDGs や地域
循環共生圏の考え方を、地域内外の多くの人
に普及させたいという大きな目標が含まれて
います。
　更に小国町では、高齢化に伴う交通弱者の
救済、人口減少による公共交通サービスの縮
小、交通事業者におけるドライバー不足など
の課題を解決するために、新モビリティサー
ビスの導入についても検討を進めています。
導入にあたっては、地熱発電などの地産電力
を活用するEV 車の運用を目指し、交通課題
とCO 2 の削減による環境課題の解決を同時
に実現することを目標としています。
　こうしたアイデアや工夫が次々に出てくるの
は、町役場の職員が外部の人たちともつなが
りながら、地域において様々なステークホル
ダーが対話できる場所をつくっているからで
あり、小国町のすばらしさといっていいでしょ
う。小さな町でも地域資源を活用するための
アイデアや熱意さえあれば、ローカル SDGs
を実践することは可能なのです。

খࠃொの地域プラットフォームのߏ造ਤ
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小国町では、人口流出や産業の空ಎ化を食いࢭめるには、地熱資源を発電や観光に活用するだけでな
く、地熱の二次利用などによって農林業や商業を活性化させ、新たな産業やޏ用を創出することが重要
と考えて、様々な事業に取り組んでいます。

地೤ͱ৿ྛɺ;たͭの地域ݯࢿを׆༻͠た

খ͞ͳொの
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資金や人త資源などن໛の大খを໰Θず、

地域資源を活用することが地域循環共生圏につながる。

人ޱΘずか 7
000 人଍らずのখ国町の

これまでの取組がそれをূ໌しています。

小国町の地域資源のひとつである地熱のパワー
が感じられる、わいた温泉郷の「ַの౬地۠」の
෩景。ԕくに見えるのが、ߐ戸時代から町の経済
を支えてきた小国杉の人工林だ。
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地域に͓けΔ
ΤωルΪーの地࢈地ফ͕
খࠃொの·ちづくりのίンηプト

　小国町では、「環境モデル都市」や「SDGs
未来都市」に選定される以前から、町を挙げ
て低炭素化や再生可能エネルギーの推進に
積極的に取り組んできました。森林関連事業
でいえば、地熱を活用した「小国町地熱木材
乾燥施設」の運用を 2007 年に開始。2010
年には、九州のほかの自治体に先駆けてJ-ク
レジット制度を活用した「間伐推進プロジェ
クト」をスタートさせています。いったいどん
なきっかけで、環境への取組が盛んになった
のでしょうか。
　「当時、森林組合長をしていた前町長が、森
林とCO 2 の問題に興味を持っていて、『これ
までの木材を売るという戦略に、これからは
CO2 の削減を念頭においた森林づくりという
概念を組み合わせ、そこから新たな産業や、
付加価値を持ったものを生み出していこう』と
始めたのが、最初のきっかけだったように思
います」（長谷部さん）
　地熱木材乾燥施設や間伐促進プロジェク
トのほか、2015 年からスタートした「木の駅
プロジェクト」も、前町長のかけ声から始まっ
た事業のひとつ。木の駅プロジェクトとは、樹
木の伐採時に山林に放置される林地残材を、
町が地域通貨を使って買い取ることで森林を
適正に管理し、森のCO 2 吸収力を高める活
動のことです。地域通貨は町内の飲食店や商
店などの加盟店で使うことができ、森林の管
理が地域通貨を介して地域内の経済循環に
もつながる仕組みとなっています。同様のプ
ロジェクトは、ほかの自治体でも実践されて
いますが、小国町の場合は単に林地残材を減
らすだけでなく、バイオマス燃料として地域内
で活用する仕組みをつくり、エネルギーの地
産地消にこだわったのが特徴です。
　「町内の入浴施設の温度が低く、それまで
は重油で沸かしていたのですが、木質バイオ
マスボイラーを新たに導入し、林地残材を燃
やして沸かすことにしました。木質バイオマス
を使用することで、重油を使っていたときと比
べてCO2 の排出量が減るだけではなく、燃え
残った灰は肥料として近隣農家に販売するこ
とで産廃処理費用ゼロも実現しました。エネ
ルギーの地産地消にこだわったという点では、
地域循環共生圏の考え方を既に実践していた
と言っていいかもしれませんね」（長谷部さん）
　「地産地消」という小国町のまちづくりのコ
ンセプトは、木質バイオマス事業だけでなく
地熱を利用したエネルギー事業のベースにも
なっています。2015 年、住民主導による「わ
いた地熱発電所第一発電所」が運転を開始
したことを機に、小国町では 2016 年、エネル
ギーの地産地消と地域振興を目的とした新電

力会社「ネイチャーエナジー小国株式会社」
を立ち上げました。
　「将来的には町営の地熱発電所をつくり、そ
こで発電した電力を地域のみなさんに安価で
提供することで、エネルギーの地産地消によ
る資源･ 経済の地域循環を実現したいと考え
たのが、会社設立のそもそものきっかけです。
でも、独自で発電用の井戸を掘るとなると莫
大な費用がかかってしまうため、すぐには無
理。それでとりあえずは、自給自足への最初
の一歩として、地域でつくられた再生可能エ
ネルギー電力を地域内で消費するための、電
力の買取と売電を行う事業を始めることにし
たのです」（森さん）
　現在、ネイチャーエナジー小国では、25 %
を地域内の地熱や風力、水力、太陽光など再
生可能エネルギー発電所から、75 %を国内
市場から買い取り、役場や病院などの公共施
設を中心に売電しています。
　小国町では「わいた地熱 発電 所第一発電
所」に続き、現在「わいた地熱発電所第二発
電所」の建設計画が進められていますが、こ
うした民間事業者による発電所の建設や運営
にも、町は “ 仲裁役 ”として関わっているとい
います。
　「事業者が違法な開発や、住民を無視した
開発を進めないように、注視しながら資源や
自然、住民の生活を守っていくことが現時点
での町の役目だと考えています。また開発を
スムーズに進めるには、事業者、住民、自治
体の三者間のパートナーシップが重要と考え、
連携のためのプラットフォームづくりにも取り
組んでいます」（森さん）

༷ʑͳ࿈ܞの৔をͭくΔ͜ͱͰ
औ૊͕ΑりスムーζにͳΔ�

　自治体が立ち上げた連携のためのプラット
フォームとしてはまず、「地熱資源活用審議会」
と「地熱資源活用協議会」（2020 年 8月に設
置）が挙げられます。2010 年ごろから住民
主導の地熱発電事業についての協議が始ま
り、2011 年に合同会社わいた会（ P.34 〜 35
ページ参照）が設立されたあと、町には地熱
開発に関する事業計画が多く寄せられました。
それぞれの開発事業に対しては「みんなで考
えみんなで創る小国町まちづくり条例」をも
って対応にあたっていましたが、地熱開発は
専門性が高く、まちづくり条例では十分な審
議ができないことが課題となっていました。そ
のため、有識者、自治体と開発事業者、地域
住民の代表者が集まり、地域に認められる持
続可能な開発について、審議、検討すること
を目的にこの組織をつくりました。ちなみにこ
こでの自治体側のスタンスはあくまで中立。
誰の味方でもないという立場をとっているそ
うです。

　また、それと同時に SDGs 全般についての
情報共有や意見交換を行う域内連携の場と
して「SDGs 未来会議」を 設置しました。域
内連携の場としては、既に各種団体の代表者
や学識経験者で構成された会議体が存在し
ていましたが、それを更に発展させる形で、商
業、林業、子育て、移住、エネルギーなど各分
野で活躍する一般住民たちに、町が声をかけ
て誕生したのが、SDGs 未来会議です。
　「学識経験者や、様々な経験を積んだ有識
者たちの意見を聞くことも大切ですが、これ
からは生活者の意見にもっと耳を傾けるべき
だと考えたのです。未来会議のメンバーのみ
なさんに共通しているのは、自分に何ができ
るの か？ を 常 に 考え、生 活 や 仕 事 の 中 で
SDGsを実践してくれる人たちだということ。
次に地域を担う世代の意見を取り入れるため
に、主体的に意見を出してくれ、地域で活動
してくれる 30 代から 40 代の方を中心に声を
かけさせていただきました」（森さん）
　更に小国町では、町役場の職員たちが一丸
となってSDGs の目標を達成するための庁舎
内組織として、2018 年「小国町の未来を考え
る SDGs 推進職員会議」を設置。これは役
場内の係長クラスの職員の集まりで、各部署
の課題の共有やその解決策についての協議を
通じて、活発に動ける事務方同士の横のつな
がりを強化するために結成されたものだとか。
　「2019 年に現職となった現町長は、パワフ
ルでいわば切り込み隊長のような人。トップ
が自ら動いて新しい取 組をどんどん提案し、
“ 木は植えたから、あとは君たちが育ててくれ”
と職員に仕事を任せてくれるタイプです。そう
したトップダウンのやり方に対応するには、職
員みんなが部署の壁を超えて、気持ちをひと
つにして取り組むことが大切。一緒にイベント
や勉強会を開いたりする中で、職員たちの意
識は徐々に変わりつつあるようです」（森さん）
　小国町では地域内の連携だけでなく、ほか
の自治体や国の専門機関との交流や連携も
重視していますが、その点では、環境モデル
都市や SDGs 未来都市に手を挙げたことが大
きな力になったといいます。
　「環境モデル都市や SDGs 未来都市に選ば
れたことで、ほかの自治体や国とのつながり
が生まれたのは大きな収穫でした。外部との
交流の中から、まちづくりのアイデアや、課題
解決のヒントが見つかることも少なくないので
す。今、町では地熱を利用したカカオ豆栽培
の研究を進めていますが、こうした取組も、外
部の人たちとの雑談や情報交換の中から生ま
れたものなのですよ」（森さん）

ҭ੒ͳく͠ࡐ୅のਓੈ࣍ て͸
ଓՄೳͳ·ちづくり͸ෆՄೳ࣋

　小国町では、SDGs や地域循環共生圏の

SDGsの໨ඪをୡ੒すΔたΊに͸
ෆՄ͕ܽܞの࿈ऀۀମͱॅຽɺ事࣏ࣗ
なぜখ国町は環境໰題や SDGs に取り組んできたのか、

どのΑうなスタンスでॅ民や事業者と関Θっているのかを、

。をৼりฦりながらひも解いていきましΐう࢙ྺ

ொ໾৔をத৺ͱ͠た地域のプラットフォームづくり

খࠃொ੓ࡦ՝SDGsਪਐ܎௕

௕୩෦ެതࢯ

有識者の意見を聞くだけでなく、
生活者の立場から
意見を言ってくれる人の声に、
もっと耳を傾けるべきです

খࠃொ૯຿՝૯߹࿈܎ܞ௕

৿ܙ�ඒࢯ

地域循環共生圏という言葉が
聞かれるようになる前から
小国町はエネルギーの
地産地消を目指していた
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൛;Δ͞ۀا ͱೲ੫の
マッνングに
地域ۚ༥ྗڠ͕ؔػ

　金融機関と自治体が「SDGs 推進に関する
連携協定」を結んだと聞くと、SDGsに取り組
む地元企業が融資を受けやすくなるように、自
治体側が金融機関に働きかけたと思われがち
ですが、小国町と肥後銀行の場合は、銀行側
が自治体に声をかけて連携が実現しました。
　「もともと肥後銀行にはステークホルダーと

手を取り合って地域を良くしたいという意識が
あり、これまでも地域活性化のための様々な活
動に取り組んできました。そうした経緯もあっ
て、熊本県で初めてSDGs 未来都市に選定さ
れた小国町とも一緒に何かやれないだろうか
と、こちらからお声をかけさせていただいたの
です。その際、地元のシンクタンクで、イベント
関連事業や調査事業を得意とする地方経済総
合研究所も一緒にタイアップしたほうが、より
幅広い取組が可能になると考えて、今回は三者
連携を提案させていただきました」（山中さん）
　地元企業向けの SDGs セミナーに使う動画
教材を地方経済総合研究所が制作するなど、
連携事業のいくつかは既に形になっています。
肥後銀行も「企業版ふるさと納税制度活用の
コンサルティングサービス」という形で、小国
町のローカル SDGｓへの取組を後押ししてい
ます。
　企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）
とは、国が認定した地方自治体の地方創生プ
ロジェクトに対して企業が寄付を行うことで、

法人関係税の控除が受けられる制度のこと。
　「肥後銀行は熊本県内46自治体のうち、29
自治体の指定金融機関に登録されるなど、自
治体や地域と密接な関係にあり、その中で具
体的な課題を共有できる立場にあります。一
方で、私たちは県外を含む多くの企業と接点
があり、それら取引先企業の中には、地方で
の事業展開や地域貢献のニーズ、地域活性
化に活かせる知見・ノウハウをお持ちの企業
様がいらっしゃいます。その両者を結びつけ
る手段のひとつが企業版ふるさと納税制度で
あると私たちは位置付けています」（西村さん）
　企業のニーズや経 営資源をヒアリングし、
肥後銀行が自治体とマッチングを行った結果、
小国町は 2021年 12 月、県外の企業から「北
里柴三郎関連の観光プロジェクト」と、廃校
になった「西里小学校の活用プロジェクト」へ
の寄付として、3 ,000 万円の支援を受けるこ
とが決まりました。名目上は地域創生活動へ
の寄付という形ですが、観光推進や公共施設
の再活用事業も地域の経済の活性化につな
がるという意味では、ローカル SDGs の実現

を加速する力になると考えていいでしょう。

にメϦットͱͳΔ͍ޓ͓
ఏܞの࢓૊みを
ͭくͬ て͍く͜ ͱ͕ޙࠓの՝୊

　また、現時点では検討中ですが、SDGs に
積極的に取り組む地域内の事業者への優遇
措置として、SDGs パートナーシップ制度に登
録してくれた地元の事業者に対して、金利の
低いローンや特別な金融商品を銀行側に提供
してもらうことや、SDGsに取り組む企業同士
のマッチングなどにより、地元企業の SDGs
への取組に弾みをつけることが小国町の狙い
だそうです。

SDGs に取り組んでほしいと自治体側がい
くら働きかけても、営利組織である企業にも
様々な都合があり、実現は簡単ではありませ
ん。ですが、そこになんらかのインセンティブ
があれば、もっと取組は盛んになるはずです。
いかにしてお互いにWin-Win の関係を築い
ていくかが、今後の課題になると思われます。

すごろく෇きのパンフレットが޷ධだったことから、小国町は 2021 年 3 月、SDGs をテーマにした
「カルタ」を新たに制作。すごろくは小学生以上を対৅にしていたが、カルタは園児や小学校低学
年の子どもでも༡Ϳことが可能。日常の暮らしや地元の観光地や自然をテーマにしたカルタには、
SDGs の取組を知ってもらうと同時に、子どもたちに故郷への思いを育んでほしいというئいが込
められています。

C O L U M N

খࠃொのSDGsීٴのたΊのϢχークͳऔ૊

খ国町は2020年5月、株式会社ංۜޙ行・ެ ӹࡒ団法人地方経済૯߹ڀݚॴと「SDGsに関する連ڠܞఆ」をక݁。

金༥ػ関と自治体が連ܞすることで、૒方にどんなメリットが生まれるのでしΐうかʁ

ංۜޙ行地域ৼڵ෦ௐࠪ役代ཧの੢村Ұलさんと経営企画෦のࢁதѥ希子さんにお࿩をうかがいました。

ۚ༥ؔػͱ࿈ܞすΔ͜ͱͰ生·ΕΔɺ༷ ʑͳメϦット
をͭͳ͙औ૊ۀاମͱ࣏ࣗ ߦۜޙձࣾංࣜג

SDGsの理念である持続可能な地域社
会の実現と地域循環共生圏の構築に
寄与することを目的に、2020 年 5 月
21日、ࡾ者間の連携協定がక結され
ました。

考え方を、地域の事業者や住民に広く知って
もらうための広報・啓発活動にも力を入れて
います。小国町が「SDGs 未来都市」に選定
されたときは SDGs の意味が理解できずに、

「難しそうだし、私には関係がない」と拒否反
応を示す住民が多かったといいます。
　そこで小国町では、SDGsという言葉を「S
＝さぁみんなで、Ｄ =できることから、Ｇ＝が
んばって、S= 幸せになろう」というキャッチフ
レーズに置き換えて、誰にでもわかる平易な
言葉で SDGsを広めていくことにしました。こ
うしたユニークな取組から生まれたもののひ
とつが、ゲームを楽しみながら SDGs の17の
目標を学べる「すごろく付きの小国町 SDGs
の解説書」です。2019 年 1 月、SDGs の啓発
のために企画されたイベント「第 1 回おぐにの
自然･ 暮らし･お財布（ SDGs）のことを考え
るフォーラム」でも、このすごろくを使ったワ
ークショップが開催されました。
　「フォーラムの前半は有識者の方たちによる
講演。後半は “ゲームで SDGs”と銘打って小
国中学校の生徒たちにすごろくを楽しんでも
らい、最後に SDGs の新しいアイデアを各自
発表し、内閣府や有識者の方々に評価してい
ただいたのです。SDGs の目標を達成するに
は、単に知識として学ぶだけでなく、今、自分
に何ができるのかを考えることが大事。そう

いう意味で有意義なワークショップになったと
感じています」（森さん）
　すごろく付きのパンフレットの配布やフォー
ラムの開催をきっかけに、SDGs に興味を持
つ人が少しずつ増えていきましたが、2019 年
の熊本県の公立高校入試に SDGs に関する
問題が出題されたことが、保護者や教職員の
SDGs への理解を深める決定打になったとい
います。
　「町が SDGs 未来都市に手を挙げたときは、
親御さんたちの中には “ 役場がまた何かやり
始めた ”と思った人も多かったようです。でも、
高校受験に SDGs に関する問題が出題され
たのを知って、“これから重要になる考え方だ
ったんだ ”と、多くの人が SDGs 教育の必要性
にあらためて気づいてくれたのです」（森さん）
　それ 以後、町の小 中 学 校 や支 援 学 校に
SDGs 学習の時間が設けられるようになった
ほか、小国中学校にいたっては 2020 年度の
総合学習の授業を全て SDGs 教育に充てる
など、町を挙げて次世代の SDGs人材を育成
する環境が整っていきました。

ஂମ΍ۀاをൃܒすΔたΊに
ύートφーγップ制度をઃཱ

　子どもたちが学校で SDGsを学び始めたの

をきっかけに、大人たちも興味を持つように
なり、子育て中の母親たちから「SDGs につい
て話してほしい」という役場への依頼も増え
てきました。その際も職員たちは日常の暮ら
しと結びつけて SDGsとは何か？を話すよう
にしているといいます。
　「親御さんたちは普段から“ 電気を消しなさ
い、水をムダ遣いしちゃダメ、ちゃんと宿題や
りなさい、風邪をひかないように気をつけな
さい”と子どもたちに言っていますよね。実は、
そうした言葉は全てSDGs の目標達成につな
がっている。既に SDGsを実践しているのに、
みなさんはそれを自覚していないだけ。そん
なふうにお話しすると、ほとんどの人は “ なん
だ、そうだったのか ”と納得してくれます」（森
さん）
　また、企業や団体にもSDGs への意識を高
めてもらいたいと考え、2021年 1月、パートナ
ーシップ制度「小国はみんなで SDGsプロジ
ェクト」をスタートさせました。パートナーに
登録した個人や団体や企業には、ウェブや広
報誌での活動の紹介、勉強会やセミナーへの
参加、ステッカーやポスターの配布、活動の
支援などの特典が用意され、既に 27の団体
や企業がパートナーとして入会しているそうで
す。
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৿ྛͱ地೤を૊み߹Θͤた
地೤໦סࡐ૩ࢪઃのメϦット

　阿蘇火山帯に属する小国町には、杖立温泉
や、わいた温泉郷（はげの湯 ･ 岳の湯 ･ 守護
陣温泉･ 鈴ヶ谷温泉･麻生釣温泉･地獄谷温
泉の総称）など、湯量豊富な温泉地が多く点
在しています。中でも、岳の湯地区は、畑や
道などいたるところから蒸気が噴出していて、
地熱のエネルギーが強く感じられる場所とし
て知られています。
　岳の湯地区を歩いてみると、水道管がむき
だしのまま道路の側溝を這わせるように設置

　小国町で伐り出されるブランド杉（小国杉）
の特 徴が、一 般の杉と比べて油分を多く含
み、しっとりとした艶やかな木肌にあることを
思えば、地熱を使った施設は小国杉の特性を
活かすにはうってつけの乾燥法。また、地熱
でゆっくり乾燥させると、杉に含まれるジテル
ペンという成分（抗菌や耐久性に関係した成
分）が、乾燥後も多く残ることが最近の研究
によって明らかになりました。
　「つまり、地熱乾燥施設をつくったことで、
乾燥工程や輸送の際に出るはずの CO2 を減
らせただけでなく、小国杉に新たな付加価値
がプラスされることになったのです。最近で
は健康に気を遣っている人が、“ 地熱で乾燥
した小国杉を内装材に使ってほしい ”と住宅
メーカーに依頼するケースも増えてきているよ
うです」（長谷部さん）
　現在、14 室の地熱木材乾燥施設が稼働中
ですが、地元の製材業者からは、増設を希望
する声も上がっているといいます。町としても、
民間業者に参入してもらい施設の規模を広げ
たいところですが、それを実現するには建設
費用の問題がネックになるそうです。
　「土地を確保し、熱導管を引いて乾燥所を
建てるには一室 3,000万円近くもかかってしま
うのです。現在稼働中の施設は、町が森林組
合に補助金を出してなんとか建設しましたが、

されていることに気づきますが、これは水道
管を地中に埋めると地熱によって水が熱湯に
なってしまうため。地熱や蒸気は、古くから地
域の人々の暮らしに活用されていて、かつて
は岳の湯地区の多くの民家には、地面から吹
き出す蒸気をパイプで引きこんだ「乾燥小屋」
と呼ばれるものがあり、野菜やシイタケ、洗濯
物の乾燥に地熱が使われていました。
　こうした豊富な地熱エネルギーを、町の基
幹産業である林業にも活用できないかと考え
て、2007 年、町と森林組合が協働で岳の湯
地区の一角につくったのが「地熱木材乾燥施
設」です。一見、ただの木材倉庫のようにも見

今後はそうした資金の問題をどうクリアするか
が、課題になってくるでしょう」（長谷部さん）

+�クϨジットの࢓૊みをͬ࢖て
৿をҭてΔ͍ߴऩྗのٵ�$0

小国 町では、CO2 排出量を減らす取 組に
加えて、森林自体の CO2の吸収能力を高める
ための事業にも10 年以上前から取り組んで
います。森は光合成によってCO2を吸収しま
すが、ただ樹木を植えて放置しておくだけで
は、地球温暖化防止に貢献する森にはなりま
せん。苗木を植えたあとに、樹木の生長を妨
げる下草を刈ったり、木々が密集し過ぎない
ように間引いたり、森が健全な姿を保てるよ
うに人の手を入れて管理することで、CO 2 を
より多く吸収する健全な森がつくられます。
　2008 年にカーボン･オフセットクレジット
制度がスタートし、森林が吸収するCO2 を数
値化できるようになったことを機に、小国町で
は 2009 年、「小国町間伐推進プロジェクト」
を立ち上げ、町有林の間伐事業を継続的に進
めています。
　更に2010 年 3月に九州の自治体としては初
めてとなる、J-VER（現 J-クレジット）制度に
おける森林クレジットを取得。2020 年度に
は、全国の企業や自治体に 249 t-CO2（販売

金額にして1,923千円）の J-クレジットを販売
しました。クレジットを売却することで得た利
益は、更なるCO2 吸収力を高めるための森林
整備や、林業振興策に使われています。
　また、林業の世界に「カーボン･ニュートラ
ル材」という新たな概念を持ち込んだのも、小
国町が全国で最初です。カーボン･ニュート
ラル材とは山から伐り出された木材が、建材
や木工品に加工されて、消費者のもとに届く
までに排出されるCO2 の全てを、小国町の森
林が取得した J- クレジットによって相殺し、
CO2を完全にゼロにした木材のこと。今はま
だ住宅メーカーからの注文住宅に対して供給
しているだけで、市場には流通していないも
のの、近年、住宅メーカーの多くが省エネ住
宅や、カーボンニュートラルにこだわるように
なったことから、付加価値を持ったカーボン・
ニュートラル材の需要は今後、高まっていくも
のと予想されます。

えますが、施設の床下には蒸気が通るパイプ
（熱導管）が何本も設置されていて、パイプか
らの輻射熱で木材を乾燥させる仕組みになっ
ています。
　一般の木材乾燥施設の場合は、化石燃料

（重油）をボイラーで燃焼させるため大量の
CO2を排出しますが、地熱を利用した乾燥施
設の場合は、当然のことながらCO2 排出量は
ゼロ。更に小国町では、地元で伐採した木材
を、地元で乾燥させる体制がとられているた
め、輸送の際にトラックから排出されるCO 2

も低く抑えられています。
　更に地熱を活用した木材乾燥施設には、環
境負荷が少ないこと以外にも様々な利点が存
在すると、林業に詳しい政策課 SDGs 推進係
長の長谷部さんは話します。
　「重油を使った乾燥施設の場合は、高温で
急激に木材を乾燥させるため、木の細胞がつ
ぶれてしまい、その結果、割れが生じたり、焦
げた匂いがついたり、変色したりといった質の
よくない板材が出てしまいがちです。一方、地
熱による乾燥の場合は、中温（50〜 60℃）で
1 週間から10 日かけてゆっくり乾燥させるた
め、細胞に負担をかけることが少ない。その
結果、自然乾燥に近い仕上がりとなり、木材
が持つ本来の色や艶、調湿作用が保たれたま
まの状態で出荷できるようになるのです」

ѨોՐࢁଳにଐするখ国町。

地೤のエネルΪーを活用した୤୸ૉ関連事業にも

。తに取り組んでいますۃੵ

৿ྛݯࢿを׆༻͠ͳ͕Β
ݙߩにݮ࡟�$0

୤୸ૉにؔ࿈すΔ事ۀ

地೤໦סࡐ૩ࢪઃ
熱導管内を通るৠ気の温度は約 100ˆ。施設
内の温度が高くなりすぎた場合は、自動でఱҪ
からໄが෾ࣹされ、温度を下げる仕組みになっ
ています。

地熱木材ס૩施設

C O L U M N

地೤ס૩໦ࡐを෯޿くల։

小国町森林組合

森林の管理

資金援助

小国町

資金で森の
手入れをしてCO2の
吸収量をアップ！

都市や企業は
資金援助をして

森の手入れを支援し、
自分たちが減らせなかった
CO2をかわりに森の木に
減らしてもらいます。

クレジットを売却

がんばっても
減らせない
CO2

খࠃொؒെਪਐプロジェクトʢ+�クϨジットʣ
町有林を対৅に間伐を行い、それによって増加した CO2 のٵ収量
分をクレジット化して、企業や自治体にൢ売するプロジェクト。小国
町では、࠾算性に๡しいことからこれまであまり行われてこなかっ
た低齢ڃ林のൖ出間伐を推進することに主؟をおいています。

カーϘンŋχϡートラルࡐ
通常+�クレジットは、地域外の企業などとの୸素排出量の取引に使わ
れますが、小国町では、地域で産出される木材に+�クレジットの仕組み
を取り入れ、全ての生産工ఔで排出されるCO2をθロにした木材を提
案し、それを「カーボンŋニュートラル材」と໊෇け、商標ొ࿥しました。
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地域Ͱのஸೡͳίϛϡχέーγϣン͕
事ۀをલにਐΊΔ

　わいた地熱発電所は2015 年に商用運転を
スタートし、今や小国町の再生可能エネルギ
ー事業のシンボル的存在になっていますが、
運転にこぎつけるまでには紆余曲折あったと
いいます。

　「わいた地区に最初に地熱発電所建設計画
が持ち上がったのは 1996 年。大手デベロッ
パーから地熱発電所を建設したいというオフ
ァーがあったのです。そのときは大量に温泉
を汲み上げると、周辺の旅館で使っている温
泉が枯渇してしまうのではといった不安の声
が住民たちから上がり、結局、意見がまとまら
ずに計画は頓挫してしまいました」

　当時は推進派と慎重派に分かれて住民たち
のコミュニティが分断されてしまい、地域の盆
踊りや祭りも開けなくなるほどだったとか。し
かし、それから10年ほどがたち、地区の過疎
化や高齢化が進むにつれて、“ 地域ににぎわい
を取り戻すために、地熱発電所の建設をもう
一度考えてみたらどうだろう”という声が再び
住民たちから上がるようになったといいます。

　「そうはいっても発電に関してはみんな素人
ですからね。何から始めていいのかわからな
い。そこでコンサルタントに相談し、推進派
の住民 26 名でわいた会を立ち上げ、中央電
力さん（現：ふるさと熱電）に建設･ 運営業務
を委託するという形で、発電所建設に向けて
の取組が始まったのです」
　わいた地区は 30 世帯からなる集落。当時
そのうちの4世帯が発電所建設に慎重な意見
だったため、全員の合意を得ることが最大の
課題だったといいます。
　「まずは温泉の枯渇に対する不安を払拭す
るためには何をすべきかについて、ふるさと熱
電さんと、とことん話し合いました。そして最
終的には発電所の規模を2,000kWに縮小す
ること、温泉の湯量や温度変化を監視するモ
ニタリングシステムを設置すること、温泉の成
分や温度に変化があった場合はふるさと熱電
さんが補償すること。その 3 つを慎重派に約
束し、ようやく全員の合意を得ることができ
たのです」
　ふるさと熱電の母体である中央電力は、も

ともとマンションの一括受電サービス事業を
中心に行っていた企業。一括受電を実現する
にはマンション全戸の合意が必要となるため、
住民との交渉を得意としていたことも合意形
成には大いに役立ったようです。
　「住民の意見を丁寧に聞いてくれる企業と
組んだことが結果的には正解でした。それに
加えて、ちょうど固定価格買取制度（ FIT ）が
つくられた時期と重なったのも運がよかった。
以前は最低でも20,000kW 規模の発電所で
なければ採算ベースにのらなかったのですが、
FIT ができて、その10 分の1の規模でも利益
を出すことが可能になったのです」

'*5͕ऴྃすΔ͜ͱをࠐݟΜͰ
৽たͳ事ۀを໛ࡧத

　わいた地熱発電所の現在の年間売り上げ
は約 6 億円。そのうち 80％がふるさと熱電、
20％がわいた会に配分されます。わいた会の
利益の一部は町の活性化のためにも使われて
いて、最近では岳の湯地区にある「大地獄」

の整備に資金を提供したほか、発電で汲み上
げた湯を温室に引き、ハーブなどの作物を栽
培する事業にも実験的に取り組んでいます。
町の活性化や新たな事業にわいた会が積極
的なのは、地域に貢献したいという思いがあ
るのはもちろんですが、ほかにも理由がある
といいます。
　「地熱発電の場合、FIT には 15 年という期
限が設けられているため、わいた地熱発電所
は 2029 年で定額買い取りが終了し、その後
の収益は今の 4 分の1 程度になってしまいま
す。そうなると施設の維持費やメンテナンス
費用だけで収益のほとんどが消えてしまいま
す。事業を継続し、地域経済を活性化してい
くためには、どうしても地熱の二次利用など、
新たな事業を考える必要があります。新しい
ことを始めるのは大変ですが、自分たちが主
導して始めた事業だからこそ、やりたいことが
自由にやれる。それが住民主導で始めたこと
の一番のメリットなのかもしれませんね」

地೤発ిの取組のひとつである地೤発ిॴ「Θいた地೤発ిॴ」のݐ設。

なぜ企業ではなくॅ民が主ಋするܗで地೤発ిॴがつくられたのかʁɹ

߹同会社Θいた会代表の޾౻ޙ෉さんにお࿩をうかがいました。

ॅຽओಋͰͭくΒΕた
೔ຊॳの地೤ൃిॴ

ΤωルΪーؔ࿈の事ۀ ߹ಉձࣾΘ͍たձ

C O L U M N

Θ͍たձの地೤を׆か͠た৽たͳऔ૊

地೤Թࣨ࠿ഓ
現在、わいた会では地熱発電で使用した温泉を
2 棟の農業用ガラスハウス（温室）に引きこんで、
୯価の高いパクチーやローζマリーなどの商品
作物を栽培する実験を行っています。わいた地
۠は標 高約 700Nの高 所にҐ置しているため、
これまではμイコンなどの高ྫྷ地野ࡊの栽培が
農業の中心でしたが、今後、地熱を活用した温室
が地域に広く導入されれば、年間を通して、様々
な作物が CO2 排出量θロで栽培可能となること
が期଴できます。なお、現在は;るさと熱電が運
営しています。
また、地元でとれた農産物を地熱のৠ気を使っ
て調理し、新たな特産物を創出する事業にも取
り組んでいます。公民ؗਥ๪をआりて食品加工
のڐ可を取得し、地元の主婦たちによる「しいた
けまんじΎう」や「山ࡊおこわ」の生産ൢ売がط
に始まっています。まだࢼ験ൢ売の段階ですが、
特産品として定着すればޏ用の創出にもつなが
ることが期଴できます。更に༨৒熱を使った木
材や食材の「地熱ס૩事業」の実現も目指して
います。

地熱を活用した温室

߹ಉձࣾΘ͍たձ୅ද

ࢯ෉޾౻ޙ

大地ࠈ

ַの౬地۠のେ地ࠈの੔උ
わいた会では、地元の観光産業を更に活性化さ
せるための景観整備事業などにも取り組んでい
ます。2021 年には、地熱発電で得た資金を使
ってַの౬地۠の一画にある「大地ࠈ」とݺばれ
るৠ気෾出޸の整備を行いました。もともと大
地ࠈ周辺は大量のৠ気をਧき上げる೪⼟質の場
所で、଍を౿み入れることすらできないݥةな場
所でしたが、中心にシンボルとなるݐ物をつくり、
まわりを公園化したことで、大地のエネルギーを
身近に感じることができる人気観光スポットへと
生まれ変わりました。
কདྷ的には、大地ࠈ周辺にٳ憩所や地元でとれ
た野ࡊや小国杉を使った特産物をൢ売するショ
ップをつくり、観光٬と地元住民が交流をָしめ
る場所にしたいとわいた会では考えています。地
熱発電事業だけにとどまることなく、町の活性化
につながる様々な事業に取り組んでいるわいた
会ですが、新事業に取り組む場合も、発電所ݐ
設のときと同様、30 人のメンバー全員の合意が
ඞਢ。6 ໊からなるࣥ行役員会（िに 1 回開催）
で事業案をまとめ、その後、30 ໊の会員全員が
集まる全体会議（月に 1 回開催）で協議するとい
う形がとられています。
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